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連結情報

■事業の内容
　当行グループは、当行及び子会社2社で構成されており、銀行業務を中心に信用保証・調査業務、当行への不動産賃貸及びATM精査
業務などの金融サービスに係る事業を行っております。
　当行グループの事業内容及び関係会社に係る位置づけは次のとおりであります。
　

［事業系統図］

銀 行 業 務 …本店ほか支店計46店舗（うち出張所7）

…
（連結子会社）

　静岡中央信用保証株式会社

　（連結子会社）
…岳洋産業株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　 （平成28年3月31日現在）

金 融 関 連 業 務

付 随 業 務

静
岡
中
央
銀
行

■連結経営指標等の推移

■関係会社の状況

■平成27年度の事業の概況
　損益状況につきましては、連結経常収益は前期比1億21百万円2年連続増収の135億４百万円、連結経常費用は前期比2億37百万円減少
の109億19百万円となりました。その結果、連結経常利益は前期比3億59百万円4年連続増益の25億84百万円となり、親会社株主に帰属
する当期純利益は前期比2億25百万円4年連続増益の15億62百万円となりました。
　預金につきましては、個人のお客様や中小企業のお客様を中心に前期比192億51百万円増加し、5,665億6百万円となりました。貸出
金につきましては、中小企業や個人のお客様を中心に前期比121億32百万円増加し、4,660億49百万円となりました。
　連結自己資本比率（国内基準）は、10.30％となりました。

静 岡 中 央 信 用 保 証 株 式 会 社

岳 洋 産 業 株 式 会 社

沼津市上土町1番地の1

沼津市大手町4丁目76番地

平成2年7月2日

昭和36年4月20日

330

10

100

100

信用保証・調査業務

静岡中央銀行への不動産賃貸
及びATM精査業務

主要な事業の内容資本金
（百万円）

議決権割合
（％）設立年月日住　　所名　　称

連 結 経 常 収 益
連 結 経 常 利 益
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益
連 結 包 括 利 益
連 結 純 資 産 額
連 結 総 資 産 額
1 株 当 た り 純 資 産 額
1 株 当 た り 当 期 純 利 益 金 額
潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額
自 己 資 本 比 率
連 結 自 己 資 本 比 率（ 国 内 基 準 ）
連 結 自 己 資 本 利 益 率
連 結 株 価 収 益 率
営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ー
投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ー
財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ー
現 金 お よ び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高
従 　 業 　 員 　 数

［ 外、 平 均 臨 時 従 業 員 数 ］

13,043
911
305

1,211
32,273
561,171
1,344.74
12.71

ー
5.75
10.79
0.96
ー

17,398
△10,405
△119
25,970
533
［75］

13,773
1,301
758

3,074
35,228
575,291
1,467.84
31.60

ー
6.12
10.97
2.24
ー

10,245
△24,058
△119
12,038
527
［77］

13,028
2,114
1,094
1,699
36,866
602,325
1,536.08
45.58

ー
6.12
10.72
3.03
ー

14,395
△11,727
△119
14,586
517
［82］

13,382
2,225
1,337
5,502
42,420
622,235
1,767.52
55.71

ー
6.81
10.66
3.37
ー

14,635
△13,257
△119
15,844
507
［92］

13,504
2,584
1,562
△416
41,883
640,736
1,745.16
65.10

ー
6.53
10.30
3.70
ー

6,574
1,673
△119
23,972
478

［117］

平成27年度平成26年度平成25年度平成24年度平成23年度
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円

円
円
円
％
％
％
倍

百万円
百万円
百万円
百万円

人

（注） １． 当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
２． 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式がありませんので記載しておりません。
３． 「１株当たり純資産額」、「１株当たり当期純利益金額」（以下「１株当たり情報」という。） の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号平成25年９月13日） 

及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号平成25年９月13日） を適用しております。
４． 自己資本比率は、期末純資産の部合計を期末資産の部の合計で除して算出しております。
５． 連結自己資本比率は、銀行法第14条の2の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づき算出しております。当行は、国内基準を採用しております。なお、平成25年度からバー

ゼルⅢ基準に基づき算出しております。
６． 当行の株式は非上場・非登録につき連結株価収益率は算出しておりません。
７． 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号平成25年９月13日） 等を適用し、当連結会計年度より、「連結当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。



連結財務諸表

資
　
料
　
編

4039

資
　
料
　
編

■連結貸借対照表 ■連結損益計算書

現 金 預 け 金
有 価 証 券
貸 出 金
そ の 他 資 産
有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
退職給付に係る資産
繰 延 税 金 資 産
支 払 承 諾 見 返
貸 倒 引 当 金
資 産 の 部 合 計
預 金
借 用 金
そ の 他 負 債
賞 与 引 当 金
役 員 賞 与 引 当 金
退職給付に係る負債
役員退職慰労引当金
睡眠預金払戻損失引当金
偶 発 損 失 引 当 金
特定債務者支援引当金
繰 延 税 金 負 債
再評価に係る繰延税金負債
支 払 承 諾
負 債 の 部 合 計
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
株 主 資 本 合 計
その他有価証券評価差額金
土 地 再 評 価 差 額 金
退職給付に係る調整累計額
その他の包括利益累計額合計
純 資 産 の 部 合 計
負債及び純資産の部合計

29,946
135,733
466,049
1,443
8,825
1,800
449
124
961

△ 4,599
640,736
566,506
21,863
4,836
385
50

1,331
647
21
573
200
—

1,475
961

598,852
2,000

0
32,637
34,638
3,939
3,395
△ 89
7,245
41,883
640,736

20,591
138,819
453,916
1,547
8,935
2,070
554
—

1,037
△5,239
622,235
547,255
21,136
4,777
380
50

1,286
608
24
486
300
919

1,552
1,037

579,814
2,000

0
31,194
33,196
5,839
3,317
67

9,224
42,420
622,235

（単位：百万円）（単位：百万円）

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益
特 別 利 益
特 別 損 失

税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計
当 期 純 利 益
親会社株主に帰属する当期純利益

13,504
10,108
8,337
1,751
1,039
1,041
1,315
10,919
807
785
917
—

7,799
1,395
564

2,584
—
58
58
—

2,526
877
86
963

1,562
1,562

13,382
10,106
8,405
1,684
1,034
861

1,380
11,157
911
891
779
—

7,844
1,621
463

2,225
—

110
96
14

2,114
570
206
777

1,337
1,337

資 金 運 用 収 益
貸 出 金 利 息
有価証券利息配当金

役 務 取 引 等 収 益
そ の 他 業 務 収 益
そ の 他 経 常 収 益

資 金 調 達 費 用
預 金 利 息

役 務 取 引 等 費 用
そ の 他 業 務 費 用
営 業 経 費
そ の 他 経 常 費 用

その他の経常費用

固 定 資 産 処 分 損
固 定 資 産 減 損 損 失

　当行の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結財務諸表規
則」という。）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省
令第10号）に準拠しております。
　当行は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当連結会計年度（自平成27年4月1日　至平成28年3月31日）の連結財務諸
表について、東陽監査法人の監査証明を受けております。

前連結会計年度
（平成27年3月31日）

当連結会計年度
（平成28年3月31日）

■連結包括利益計算書 （単位：百万円）

当 期 純 利 益
そ の 他 の 包 括 利 益

包 括 利 益
（内訳）
親会社株主に係る包括利益

1,562
△ 1,979
△ 1,899

77
△ 157
△ 416

△ 416

1,337
4,165
4,005
149
9

5,502

5,502

その他有価証券評価差額金
土 地 再 評 価 差 額 金
退職給付に係る調整額

前連結会計年度
自 平成26年4月 1 日
至 平成27年3月31日（ ）

前連結会計年度
自 平成26年4月 1 日
至 平成27年3月31日（ ）

当連結会計年度
自 平成27年4月 1 日
至 平成28年3月31日（ ）

当連結会計年度
自 平成27年4月 1 日
至 平成28年3月31日（ ）
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■連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

投資活動によるキャッシュ・フロー 

　  

財務活動によるキャッシュ・フロー

　

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）

現金及び現金同等物の期首残高

.現金及び現金同等物の期末残高

営業活動によるキャッシュ・フロー

△131,448

117,170

2,219

△389

△810

△13,257

△119

△119

1,257

14,586

15,844

△ 74,802

72,958

3,986

△ 279

△ 190

1,673

△ 119

△ 119

8,128

15,844

23,972

2,114

455

14

△436

150

△18

△178

△167

70

0

78

△10,107

911

△2,037

96

△2,364

9,115

4,745

3,745

10,120

△1,070

20

15,256

△621

14,635

2,526

815

—

△ 639

△ 100

4

104

44

39

△ 3

86

△ 10,108

807

△ 2,076

58

△ 12,132

19,251

727

△ 1,225

10,167

△ 839

△ 154

7,352

△ 778

6,574

有価証券の取得による支出

有価証券の売却による収入

有価証券の償還による収入

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

投資活動によるキャッシュ・フロー合計

配 当 金 支 払 額

財務活動によるキャッシュ・フロー合計

税金等調整前当期純利益

減 価 償 却 費

減 損 損 失

貸倒引当金の増減（△）

特定債務者支援引当金の増減（△）

賞与引当金の増減額（△は減少）

退職給付に係る資産の増減額（△は増加）

退職給付に係る負債の増減額（△は減少）

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少）

睡眠預金払戻損失引当金の増減（△）

偶発損失引当金の増減（△）

資 金 運 用 収 益

資 金 調 達 費 用

有価証券関係損益（△）

固定資産処分損益（△は益）

貸出金の純増（△）減

預 金 の 純 増 減（ △ ）

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△）

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減

資 金 運 用 に よ る 収 入

資 金 調 達 に よ る 支 出

そ の 他

小 計

法 人 税 等 の 支 払 額

営業活動によるキャッシュ・フロー合計

■連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

（単位：百万円）

当 期 首 残 高
当 期 変 動 額

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額（ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計
当 期 末 残 高

当 期 首 残 高
会計方針の変更による累積的影響額
会計方針の変更を反映した当期首残高
当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計
当 期 末 残 高

2,000

—
2,000

2,000

2,000

—
2,000

0

—
0

0

0

—
0

31,194

△120
1,562

1,442
32,637

29,799
171

29,971

△120
1,337

6

1,223
31,194

33,196

△ 120
1,562

1,442
34,638

31,800
171

31,972

△120
1,337

6

1,223
33,196

5,839

△ 1,899
△ 1,899
3,939

1,833

1,833

4,005
4,005
5,839

3,317

77
77

3,395

3,174

3,174

143
143

3,317

67

△ 157
△ 157
△ 89

57

57

9
9
67

9,224

△ 1,979
△ 1,979
7,245

5,065

5,065

4,159
4,159
9,224

42,420

△ 120
1,562

△ 1,979
△ 536
41,883

36,866
171

37,038

△120
1,337

6
4,159
5,382
42,420

剰 余 金 の 配 当
親会社株主に帰属する当期純利益

剰 余 金 の 配 当
親会社株主に帰属する当期純利益
土地再評価差額金の取崩額
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額（ 純 額 ）

当連結会計年度（自 平成27年4月1日　至 平成28年3月31日）

前連結会計年度（自 平成26年4月1日　至 平成27年3月31日）

株主資本

株主資本

その他の包括利益累計額

その他の包括利益累計額

資本金

資本金

資本剰余金

資本剰余金

利益剰余金

利益剰余金

株主資本合計

株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

土地再評価
差額金

退職給付に係る
調整累計額

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

その他の包括利益
累計額合計

純資産合計

純資産合計

前連結会計年度
自 平成26年4月 1 日
至 平成27年3月31日（ ）

前連結会計年度
自 平成26年4月 1 日
至 平成27年3月31日（ ）

当連結会計年度
自 平成27年4月 1 日
至 平成28年3月31日（ ）

当連結会計年度
自 平成27年4月 1 日
至 平成28年3月31日（ ）



（平成 28 年 3 月期）

破綻先債権額
延滞債権額

3ヵ月以上延滞債権額

2,336百万円
9,702百万円

18百万円

2,985百万円
9,276百万円

103百万円

当連結会計年度
（平成28年3月31日）

当連結会計年度
（平成28年3月31日）

前連結会計年度
（平成27年3月31日）

前連結会計年度
（平成27年3月31日）
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貸出条件緩和債権額 612百万円86百万円

当連結会計年度
（平成28年3月31日）

前連結会計年度
（平成27年3月31日）

［注記事項］

●連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
1.　連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社2社

　静岡中央信用保証株式会社
　岳洋産業株式会社

（2）非連結子会社
　該当ありません。

2.　持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用の非連結子会社

　該当ありません。
（2）持分法適用の関連会社

　該当ありません。
（3）持分法非適用の非連結子会社

　該当ありません。
（4）持分法非適用の関連会社

　該当ありません。
3.　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は次のとおりであります。

　3月末日　2社
4.　会計方針に関する事項
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法に
よる償却原価法（定額法）、その他有価証券については原則として連
結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平
均法により算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認めら
れるものについては移動平均法による原価法により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法によ
り処理しております。

（2）固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）
　当行の有形固定資産は、定率法（ただし、平成10年4月1日以後に
取得した建物〈建物附属設備を除く。〉については定額法）を採用し
ております。
　また、主な耐用年度は次のとおりであります。
建物：34年〜39年　　その他：5年〜6年
　連結子会社の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づ
き、主として定率法により償却しております。

②無形固定資産（リース資産を除く）
　無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用
のソフトウェアについては、当行及び連結子会社で定める利用可能期
間（5年）に基づいて償却しております。

③リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中
のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却して
おります。なお、残存価額については、零としております。

（3）貸倒引当金の計上基準
　当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のと
おり計上しております。
　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下
「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下
「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載
されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証
による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、
現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと
認められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）に係る債権について
は、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と
認める額を計上しております。
　上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算
出した貸倒実績率等に基づき計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産
査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査し
ております。
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、
債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控
除した残額の取立不能見込額を債権額から直接減額しておりますが、
当連結会計年度末では該当ありません（前連結会計年度末は96百万
円）。
　連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を
勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別
に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上しております。

（4）賞与引当金の計上基準
　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対す
る賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上してお
ります。

（5）役員賞与引当金の計上基準
　役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対す
る賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上してお
ります。

（6）役員退職慰労引当金の計上基準
　役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、
役員に対する退職慰労金の支給見込額のうち、当連結会計年度末までに
発生していると認められる額を計上しております。

（7）睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金
者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失
を見積り必要と認める額を計上しております。

（8）偶発損失引当金の計上基準
　偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度に基づき信用保証
協会への負担金支払いに備えるため、将来の負担金支払見込額を計上し
ております。

（9）特定債務者支援引当金の計上基準
　特定債務者支援引当金は、再建・支援を行っている特定の債務者に対
し、将来発生が見込まれる支援額を合理的に見積もり必要と認められる
額を計上しております。

（10）退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末ま
での期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっておりま
す。また、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処理方法は次のと
おりであります。
　過 去 勤 務 費 用 ：発生時に一時損益処理
　数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務

期間内の一定の年数（5年）による定額法により
按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から
損益処理

（11）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建資産及び負債については、主として連結決算日の為替相場によ
る円換算額を付しております。

（12）連結キャッシュフロー計算書における資金の範囲
　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対照
表上の「現金預け金」のうち現金及び日本銀行への預け金であります。

（13）消費税等の会計処理
　当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」
という。）の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に
係る控除対象外消費税等は当連結会計年度の費用に計上しております。

●会計方針の変更
・「企業結合に関する会計基準」等の適用
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年9月13
日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年
9月13日） 及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平
成25年9月13日） 等を当連結会計年度から適用し、当期純利益等の表示の変
更を行っております。

・未適用の会計基準等
　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第
26号　平成28年3月28日）
（１）概要

　本適用指針は、主に日本公認会計士協会監査委員会報告第66号「繰延税
金資産の回収可能性の判断に関する監査上の取扱い」において定められて
いる繰延税金資産の回収可能性に関する指針について基本的にその内容を
引き継いだ上で、一部見直しが行われたものです。

（２）適用予定日
　当行は、当該適用指針を平成28年4月1日に開始する連結会計年度の期
首から適用する予定であります。

（３）当該会計基準等の適用による影響
　　　当該適用指針の適用による影響は、評価中であります。

（連結貸借対照表関係）
1.　貸出金のうち破綻先債権額及び延滞債権額は次のとおりであります。

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続してい
ることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないも
のとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。
以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40
年政令第97号）第96条第1項第3号のイからホまで掲げる事由又は同項第
4号に規定する事由が生じている貸出金であります。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債
務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出
金以外の貸出金であります。

2.　貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額は次のとおりであります。

　なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌
日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しない
ものであります。

3.　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は次のとおりであります。

　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目
的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他



発 行 済 株 式
普 通 株 式
合 計

自 己 株 式
普 通 株 式
合 計

株式等売却損
特定債務者支援
引当金繰入額

融資未実行残高
　うち原契約期間が1年以内のもの
　（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）

担保に供している資産
　有価証券
　その他

計
担保資産に対応する債務
　預金
　借用金

24,000
24,000

—
—

—
—

—
—

34,156百万円

30,671百万円

25,554百万円
36百万円

25,590百万円

2,971百万円
21,863百万円

17,956百万円

15,356百万円

24,294百万円
38百万円

24,332百万円

3,181百万円
21,136百万円

その他有価証券評価差額金
　当期発生額
　組替調整額
　　税効果調整前
　　税効果額
　　その他有価証券評価差額金
土地再評価差額金
　当期発生額
　組替調整額
　　税効果調整前
　　税効果額
　　土地再評価差額金
退職給付に係る調整額
　当期発生額
　組替調整額
　　税効果調整前
　　税効果額
　　退職給付に係る調整額

　　　その他の包括利益合計

△883百万円
△2,076百万円
△2,959百万円
1,060百万円

△1,899百万円

ー百万円
ー百万円
ー百万円
77百万円
77百万円

△203百万円
△23百万円
△226百万円

69百万円
△157百万円

△1,979百万円

7,766百万円
△2,037百万円
5,728百万円

△1,722百万円
4,005百万円

ー百万円
ー百万円
ー百万円

149百万円
149百万円

30百万円
△20百万円
10百万円
△0百万円
9百万円

4,165百万円

—
—

—
—

24,000
24,000

—
—

当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

ー百万円

200百万円

当連結会計年度
（自 平成27年4月1日　至 平成28年3月31日）

当連結会計年度
（平成28年3月31日）

当連結会計年度
（平成28年3月31日）

当連結会計年度
 （自 平成27年4月 1 日　
  至 平成28年3月31日）

9百万円

150百万円

前連結会計年度
（自 平成26年4月1日　至 平成27年3月31日）

前連結会計年度
（平成27年3月31日）

前連結会計年度
（平成27年3月31日）

前連結会計年度
 （自 平成26年4月 1 日　
 至 平成27年3月31日）

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数 摘要

合計額

有価証券

保証金

減価償却累計額

12,669百万円

3,104百万円

307百万円

5,925百万円

3,410百万円

3,105百万円

12,452百万円

3,101百万円

332百万円

5,805百万円

3,681百万円

3,098百万円

当連結会計年度
（平成28年3月31日）

当連結会計年度
（平成28年3月31日）

当連結会計年度
（平成28年3月31日）

当連結会計年度
（平成28年3月31日）

当連結会計年度
（平成28年3月31日）

当連結会計年度
（平成28年3月31日）

前連結会計年度
（平成27年3月31日）

前連結会計年度
（平成27年3月31日）

前連結会計年度
（平成27年3月31日）

前連結会計年度
（平成27年3月31日）

前連結会計年度
（平成27年3月31日）

前連結会計年度
（平成27年3月31日）

資
　
料
　
編

4241

資
　
料
　
編

圧縮記帳額
（当該連結会計年度の圧縮記帳額）

292百万円
（ー百万円）

292百万円
（ー百万円）

当連結会計年度
（平成28年3月31日）

前連結会計年度
（平成27年3月31日）

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 基準日 効力発生日

平成27年6月26日
定時株主総会 普通株式 60 その他利益剰余金 平成27年3月31日 平成27年6月29日

1株当たり
配当額（円）

2.5

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

平成26年6月27日
定時株主総会
平成26年11月7日
取締役会

普通株式 60 2.5 平成26年3月31日 平成26年6月28日

普通株式 60 2.5 平成26年9月30日 平成26年12月5日

の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び3ヵ
月以上延滞債権に該当しないものであります。

4.　破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額
の合計額は次のとおりであります。

　なお、上記1．から4．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であり
ます。

5.　手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び
監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号　平
成14年2月13日）に基づき金融取引として処理しております。これにより
受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替等は、
売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しております
が、その額面金額は次のとおりであります。

6.　担保に供している資産は次のとおりであります。
　

　上記のほか、為替決済取引の担保として、次のものを差し入れております。

　また、その他資産には、保証金が含まれておりますが、その金額は次のと
おりであります。

7.　当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの
融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がな
い限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。こ
れらの契約に係る融資未実行残高は次のとおりであります。

　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、
融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響
を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債
権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受け
た融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けら
れております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保
を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている行内手続に
基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措
置等を講じております。

8.　土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、
当行の事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係
る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを
控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
　再評価を行った年月日
　　平成10年3月31日
　同法律第3条第3項に定める再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119
号）第2条第4号に定める財産評価基本通達に基づいて、（奥行価格補
正、時点修正、近隣売買事例による補正等）合理的な調整を行って算出。
同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土地の期末における時価
の合計額と当該事業用の土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額

9.　有形固定資産の減価償却累計額

10. 有形固定資産の圧縮記帳額

（連結損益計算書関係）
1.　その他の経常費用には、次のものを含んでおります。

2.　減損損失
　前連結会計年度（自 平成26年4月1日　至 平成27年3月31日）
　　以下の資産について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を
減損損失として特別損失に計上しております。

　　稼動資産
　　　地域　  　　 静岡県
　　　主な用途　　営業用店舗1物件
　　　種類　   　　土地
　　　減損金額　   14百万円
　　当行の資産のグルーピングは、稼動資産である営業用店舗については管
理会計上の最小単位である営業店単位（ただし、出張所等の母店との相互
関係が強い店舗は母店と一緒にグルーピング）とし、遊休資産については
各資産単位でグルーピングしております。
　　なお、回収可能価額の算定は正味売却価額によっており、正味売却価額は
不動産鑑定評価額から処分費用見込額等を控除して算定しております。

当連結会計年度（自 平成27年4月1日　至 平成28年3月31日）
　減損処理額はありません。
　

（連結包括利益計算書関係）
1.　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

　

（連結株主資本等変動計算書関係）
前連結会計年度（自 平成26年4月1日　至 平成27年3月31日）
1.　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）

2.　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項
　　　該当ありません。

3.　配当に関する事項
（1）当連結会計年度中の配当金支払額

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連
結会計年度の末日後となるもの



（決議） 株式の種類 配当金の総額
（百万円） 配当の原資 基準日 効力発生日

平成28年6月29日
定時株主総会 普通株式 60 その他利益剰余金 平成28年3月31日 平成28年6月30日

1株当たり
配当額（円）

2.5

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

平成27年6月26日
定時株主総会
平成27年11月6日
取締役会

普通株式 60 2.5 平成27年3月31日 平成27年6月29日

普通株式 60 2.5 平成27年9月30日 平成27年12月4日

現金預け金勘定
定期預け金他
現金及び現金同等物

29,946百万円
△5,973百万円
23,972百万円

20,591百万円
△4,747百万円
15,844百万円

当連結会計年度
 （自 平成27年4月 1 日　
  至 平成28年3月31日）

前連結会計年度
 （自 平成26年4月 1 日　
 至 平成27年3月31日）

1年内
1年超

合計

2
5
8

1
3
5

当連結会計年度
（平成28年3月31日）

前連結会計年度
（平成27年3月31日）

資
　
料
　
編

4443

資
　
料
　
編

発 行 済 株 式
普 通 株 式
合 計
自 己 株 式
普 通 株 式
合 計

24,000
24,000

—
—

—
—

—
—

—
—

—
—

24,000
24,000

—
—

当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数 摘要

当連結会計年度（自 平成27年4月1日　至 平成28年3月31日）
1.　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）

2.　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項
　　　該当ありません。
3.　配当に関する事項
（1）当連結会計年度中の配当金支払額

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連
結会計年度の末日後となるもの

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金
額との関係

（リース取引関係）
1.　ファイナンス・リース取引
（1）所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容
　有形固定資産
　　出納機器システムであります。
②リース資産の減価償却の方法
　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「4.　会計方針に
関する事項」の「（2）固定資産の減価償却の方法」に記載のとおり
であります。

（2）通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っている所有権移
転外ファイナンス・リース取引
該当ありません。

2.　オペレーティング・リース取引
　　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）

（金融商品関係）
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

　当行グループは、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融
業務を行っております。このため、金利変動による不利な影響等が生
じないように、資産及び負債の総合的管理（ALM）を行っており、リ
スクのバランスを保ちながら安定的な収益を確保する堅実な運用をし
ております。
　なお、当行グループではデリバティブ取引は行っておりません。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
　当行グループが保有する金融資産は、主として営業区域内のお客様
に対する貸出金であり、契約不履行によってもたらされる信用リスク
に晒されています。
　また、有価証券は主に債券、投資信託及び株式であり、純投資目的
及び事業推進目的で保有しております。これらは、それぞれ発行体の
信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されて
います。
　一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスク
に晒されております。

（3）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理
　当行グループでは、従来から審査部門である融資部と推進部門であ
る営業統括部が独立した組織となっており、相互牽制機能が働く体制
を確保するとともに、「信用リスク管理規程」を制定し、当行与信の
価値向上を実現するために必要な信用リスク管理の枠組みを定め、信
用リスク管理重視の審査体制や大口貸出、特定業種への偏重を避ける
体制整備など適切な審査及びリスク管理を実施しております。
　一方、信用リスク管理の高度化を図るため「信用格付制度」を導入
し、信用リスクの計量化を行いリスクデータの整備・充実を図るとと
もに、信用リスク管理に客観性・統一性を持たせております。
　審査能力の向上については、人事部・融資部による融資担当役席向
け、初級・中堅行員向け等階層別研修の実施や、審査グループ職員の
外部研修への参加等により審査能力の向上に努めております。
　また、資産査定において独立した監査部与信監査部により、自己査
定や償却・引当状況について監査機能が十分働く体制を整備してお
り、適正な資産査定を実施しております。
②市場リスクの管理
　当行グループでは、資金証券部が市場リスクを担当しております。
　有価証券運用は、有価証券運用基本方針に則り、中長期保有を原則
としつつ、価格変動リスク等の市場関連リスクを認識し、当行財務に
与える影響を踏まえた上で、リスク軽減のための適切な管理を実施
し、「安全性」、「流動性」、「収益性」を確保したポートフォリオ
運用を目指しております。
　管理体制については、毎月開催されるALM委員会等に報告のうえ、
検討・分析を行い、基本方針の決定や運用に対する管理は取締役会等
において行っております。
 （i）金利リスクの管理
　当行グループでは、「ALM委員会規程」に金利動向の予測、金
利リスク量の把握・分析等を行うことを明記し、金利の変動リスク
を管理しております。資金証券部は、ギャップ分析や金利感応度分
析等を行い、資産・負債の金利や期間を総合的に把握しており、定
期的にALM委員会や取締役会等への報告を行っております。
　なお、金利変動リスクをヘッジするためのデリバティブ取引は
行っておりません。

 （ii）価格変動リスクの管理
　当行グループでは、有価証券の保有について、常務会で半期毎の
運用方針を決定したうえ「リスク管理基本規程」等に従い、リスク
の管理を行っております。資金証券部は、半期毎の運用方針に基づ
き、債券及び上場株式等の購入を行うほか、継続的なモニタリング
を通じて価格変動リスクの軽減を図っております。これらの情報は、
ALM委員会や取締役会等に報告し、検討・分析を行っております。

 （iii）為替リスクの管理
　当行グループでは、為替の変動リスクに関しALM委員会等にお
いて、検討・分析を行い今後の対応等の協議を行っております。
　なお、為替リスクをヘッジするための為替予約取引等は行ってお
りません。

 （iv）市場リスクに関する定量的情報
　当行グループでは、その他有価証券として保有している有価証券
について、リスク管理上市場リスクに関する定量的分析を行って
おります。定量的分析の手法としては、バリュー・アット・リス
ク（以下「VaR」という。）による分析を行い、VaRの算定にあ
たっては分散共分散法（保有期間3ヶ月、信頼区間99％、観測期
間5年）を採用しております。
　当連結会計年度末の当行グループの市場リスク量（損失額の推定
値）は、全体で6,425百万円となっております。
　なお、当行グループでは、モデルが算出するVaRと実際の損益を
比較するバックテスティングを実施しており、使用する計測モデル
は十分な精度により市場リスクを捕捉しているものと考えておりま
す。ただし、VaRは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一
定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考えられ
ないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない
場合があります。

③流動性リスクの管理
　当行グループでは、資金証券部が関連部署と綿密に連携し、厳格な
資金繰り管理を実施しております。
　管理体制については、市場関連リスク同様ALM委員会に報告し、検
討・分析を行う体制となっております。



—

53
—

5,240
5,293
699
—

699

29,946

859
133,855

467,172
631,834
567,205
21,863
589,068

29,946

806
133,855
466,049
△4,117
461,932
626,540
566,506
21,863
588,369

差額時価連結貸借対照表計上額
（1）現金預け金
（2）有価証券
　　 満期保有目的の債券
　　 その他有価証券
（3）貸出金
　　 　貸倒引当金（＊1）

資産計
（1）預金
（2）借用金

負債計

預け金
有価証券
　満期保有目的の債券
　その他有価証券のうち満期があるもの
　　うち国債
　　　　地方債
　　　　社債
貸出金（＊）

合計

23,068
7,666

—
7,666
4,212
332

2,816
64,722
95,457

1年以内

1,500
17,845

—
17,845
8,382
2,890
6,366
63,674
83,020

1年超
3年以内

—
23,080
806

22,274
9,600
1,683
10,990
55,786
78,867

3年超
5年以内

—
1,260

—
1,260

—
640
620

42,726
43,987

5年超
7年以内

—
28,809

—
28,809
26,085
982

1,248
43,945
72,755

7年超
10年以内

—
11,191

—
11,191
11,191

—
—

152,072
163,263

10年超

預金（＊）
借用金

合計

預金（＊）
借用金

合計

492,833
21,136
513,969

502,019
21,863
523,882

1年以内

1年以内

45,757
—

45,757

44,559
—

44,559

1年超
3年以内

1年超
3年以内

8,664
—

8,664

19,927
—

19,927

3年超
5年以内

3年超
5年以内

—
—
—

—
—
—

5年超
7年以内

5年超
7年以内

—
—
—

—
—
—

7年超
10年以内

7年超
10年以内

—
—
—

—
—
—

10年超

10年超

預け金
有価証券
　満期保有目的の債券
　その他有価証券のうち満期があるもの
　　うち国債
　　　　地方債
　　　　社債
貸出金（＊）

合計

13,927
5,090
600

4,490
301
665

3,323
65,877
84,896

1年以内

1,000
18,163

—
18,163
7,544
1,223
7,874
63,958
83,122

1年超
3年以内

—
30,881

—
30,881
14,050
6,188
10,641
52,045
82,927

3年超
5年以内

—
2,021
807

1,214
499
—

714
39,254
41,276

5年超
7年以内

—
38,433

—
38,433
34,915
1,869
1,648
47,265
85,698

7年超
10年以内

—
3,158

—
3,158
3,158

—
—

143,456
146,614

10年超

非上場株式（＊1）（＊2）
組合出資金（＊3）

合　計

1,012
58

1,071

1,075
80

1,155

当連結会計年度
（平成28年3月31日）

前連結会計年度
（平成27年3月31日）

資
　
料
　
編

4443

資
　
料
　
編

—

47
—

5,556
5,604
438
—

438

20,591

1,455
136,255

454,684
612,988
547,694
21,136
568,830

20,591

1,408
136,255
453,916
△4,789
449,127
607,383
547,255
21,136
568,391

差額時価連結貸借対照表計上額
（1）現金預け金
（2）有価証券
　　 満期保有目的の債券
　　 その他有価証券
（3）貸出金
　　 　貸倒引当金（＊1）

資産計
（1）預金
（2）借用金

負債計

　また、不測の事態に備えて速やかに対処できるよう緊急時の対応策
を整備するなど、適切な措置を講じております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな
い場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の
算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条
件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

2．金融商品の時価等に関する事項
　　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりでありま
す。なお、時価を把握することが極めて困難とみられる非上場株式等は、次
表には含めておりません（（注2）参照）。
　　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。
前連結会計年度（平成27年3月31日）

（単位：百万円）

（＊1）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除して
おります。

当連結会計年度（平成28年3月31日）
（単位：百万円）

（＊1）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除して
おります。

（注１）金融商品の時価の算定方法
資　産
（1）現金預け金

　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金につい
ては、残存期間が短期間（1年以内）の取引が大半を占めており、時
価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお
ります。

（2）有価証券
　 株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提
示された価格によっております。投資信託は、公表されている基準価
格によっております。
　なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、
「（有価証券関係）」に記載しております。

（3）貸出金
　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映する
ため、貸出金の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳
簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。
固定金利によるものは、貸出金の種類ごとに、元利金の合計額を同様の
新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定して
おります。なお、約定期間が短期間（1年以内）のものは、時価は帳
簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。
　また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等について
は、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定し
ているため、時価は連結決算日における連結貸借対照表上の債権等計
上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価額
を時価としております。
　貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性によ
り、返済期限を設けていないものについては、返済見込み期間及び金
利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、
帳簿価額を時価としております。

　　　　　　　
負　債
（1）預金

　要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳

簿価額）を時価とみなしております。
　また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来の
キャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。その
割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用いており
ます。なお、預入期間が短期間（1年以内）のものは、時価は帳簿
価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

（2）借用金
　借用金については、約定期間が短期間（1年以内）であり、時価は帳簿
価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照
表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「資産 (2) その他
有価証券」には含まれておりません。

（単位：百万円）

（＊1）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握すること
が極めて困難と認められることから時価開示の対象とはしてお
りません。

（＊2）前連結会計年度において、非上場株式については減損処理を行っ
ておりません。当連結会計年度において、非上場株式について
は減損処理を行っておりません。

（＊3）組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握する
ことが極めて困難と認められるもので構成されているものにつ
いては、時価開示の対象とはしておりません。

（注3）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
前連結会計年度（平成27年3月31日）

（単位：百万円）

（＊）貸出金のうち、償還予定額が見込めない11,750百万円、期間の定めのな
いもの30,306百万円は含めておりません。

当連結会計年度（平成28年3月31日）
（単位：百万円）

（＊）貸出金のうち、償還予定額が見込めない10,927百万円、期間の定めのな
いもの32,193百万円は含めておりません。

（注4）借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
前連結会計年度（平成27年3月31日）

（単位：百万円）

（＊）預金のうち、要求払預金については、「1年以内」に含めて開示しています。

当連結会計年度（平成28年3月31日）
（単位：百万円）

（＊）預金のうち、要求払預金については、「1年以内」に含めて開示しています。



時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの

合計

種類 連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

国債
地方債
社債
その他

小計
国債
地方債
社債
その他

小計

806
—
—
—

806
—
—
—
—
—

806

859
—
—
—

859
—
—
—
—
—

859

53
—
—
—
53
—
—
—
—
—
53

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

合計

合計

種類

種類

連結貸借対照表
計上額（百万円）

連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価
（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

差額
（百万円）

株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他

小計
株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他

小計

株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他

小計
株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他

小計

20,653
83,544
54,992
8,349
20,201
17,391
121,588
1,441
11,075
5,477
1,598
4,000
2,150
14,667
136,255

13,031
84,749
56,980
6,529
21,240
18,171
115,952
7,207
3,295
2,492

—
802

7,400
17,903
133,855

13,968
82,792
54,456
8,277
20,058
16,070
112,831
1,592
11,095
5,484
1,600
4,010
2,204
14,892
127,723

8,951
82,576
55,076
6,440
21,058
16,968
108,496
8,449
3,302
2,498

—
803

8,035
19,787
128,283

6,684
751
535
72
143

1,321
8,757
△151
△19
△7
△1
△10
△54
△225
8,531

4,079
2,172
1,903
88
181

1,203
7,455

△1,241
△6
△5
—
△1

△635
△1,884
5,571

株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他

合計

株式
債券
　国債
　地方債
　社債
その他

合計

5,795
101,753
101,753

—
—

2,034
109,583

3,482
63,763
56,518
3,518
3,727
343

67,589

1,110
861
861
—
—
75

2,047

1,000
1,041
995
18
28
34

2,076

9
—
—
—
—
—
9

—
—
—
—
—
—
—

売却額
（百万円）

売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

評価差額
　その他有価証券
（△）繰延税金負債
その他有価証券評価差額金

評価差額
　その他有価証券
（△）繰延税金負債
その他有価証券評価差額金

8,531
8,531

△2,692
5,839

5,571
5,571

△1,632
3,939

金額（百万円）

金額（百万円）

資
　
料
　
編

4645

資
　
料
　
編

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの

合計

種類 連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

国債
地方債
社債
その他

小計
国債
地方債
社債
その他

小計

1,408
—
—
—

1,408
—
—
—
—
—

1,408

1,455
—
—
—

1,455
—
—
—
—
—

1,455

47
—
—
—
47
—
—
—
—
—
47

（有価証券関係）
1.　売買目的有価証券
　  該当ありません。

2.　満期保有目的の債券
前連結会計年度（平成27年3月31日）

当連結会計年度（平成28年3月31日）

3.　その他有価証券
前連結会計年度（平成27年3月31日）

当連結会計年度（平成28年3月31日）

4.　当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券
　  該当ありません。

5.　当連結会計年度中に売却したその他有価証券
前連結会計年度（自 平成26年 4月1日　至 平成27年 3月31日）

当連結会計年度（自 平成27年 4月1日　至 平成28年 3月31日）

6.　保有目的を変更した有価証券
　  該当ありません。

7.　減損処理を行った有価証券
　売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なも
のを除く）のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落して
おり、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについ
ては、当該時価をもって連結貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を
当該連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しており
ます。
　前連結会計年度における減損処理額はありません。
　当連結会計年度における減損処理額はありません。
　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価の下落率
が簿価の50％以上である場合は、時価が「著しく下落した」ときに該当す
ることとして減損処理を行っています。また、時価の下落率が簿価の30％
以上50％未満である場合は回復可能性の判定を行い、減損処理を行ってい
ます。

（金銭の信託関係）
1.　運用目的の金銭の信託
　  該当ありません。

2.　満期保有目的の金銭の信託
　  該当ありません。

3.　その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）
　  該当ありません。

（その他有価証券評価差額金）
　連結貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次
のとおりであります。

前連結会計年度（平成27年3月31日）

当連結会計年度（平成28年3月31日）

（デリバティブ取引関係）
1.　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
　  該当ありません。

2.　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
　  該当ありません。



繰延税金資産
　退職給付に係る負債
　貸倒引当金
　未払事業税
　　　その他
繰延税金資産小計
評価性引当額
繰延税金資産合計
繰延税金負債
　退職給付信託設定益
　その他有価証券評価差額金
　その他
繰延税金負債合計
　繰延税金資産（負債）の純額

年金資産の期首残高
期待運用収益
数理計算上の差異の発生額
事業主からの拠出額
退職給付の支払額
その他
年金資産の期末残高

勤務費用
利息費用
期待運用収益
数理計算上の差異の費用処理額
過去勤務費用の費用処理額
その他
確定給付制度に係る退職給付費用

積立型制度の退職給付債務
年金資産

非積立型制度の退職給付債務
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額

過去勤務費用
数理計算上の差異
その他
合計

未認識過去勤務費用
未認識数理計算上の差異
その他
合計

退職給付に係る負債
退職給付に係る資産
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額

378
1,076
28

1,312
2,796
△726
2,070

△107
△2,692
△189

△2,989
△919

399
983
31

1,313
2,728
△710
2,018

△102
△1,632
△159

△1,893
124

1,418
26

△65
53

△93
—

1,340

1,321
26
115
48
△92
—

1,418

145
16

△26
△23
—
—

112

140
24
△26
△20
—
—

117

890
△1,340
△449
1,331
881

864
△1,418
△554
1,286
732

—
△226

—
△226

—
10
—
10

—
△128

—
△128

—
98
—
98

1,331
△449
881

1,286
△554
732

区　　分

区　　分

区　　分

区　　分

区　　分

区　　分

当連結会計年度

（平成28年3月31日）

金額（百万円）

前連結会計年度

（平成27年3月31日）

金額（百万円）

資
　
料
　
編

4645

資
　
料
　
編

法定実効税率
（調整）
交際費等永久に損金に参入されない項目
受取配当金等永久に益金に算入されない項目
住民税均等割等
評価性引当額の増減
税率変更による期末繰延税金資産及び繰延税金負債の減額修正
その他
税効果会計適用後の法人税等の負担率

32.3％

0.2
△1.4
0.7
0.8
3.5
2.0
38.1％

34.6％

0.2
△6.8
0.8
0.0
6.9
1.0
36.7％

当連結会計年度

（平成28年3月31日）

前連結会計年度

（平成27年3月31日）

退職給付債務の期首残高
　会計方針の変更に伴う累積的影響額
会計方針の変更を反映した当期首残高
　勤務費用
　利息費用
　数理計算上の差異の発生額
　退職給付の支払額
　過去勤務費用の発生額
　その他
退職給付債務の期末残高

2,151
—

2,151
145
16
138

△229
—
—

2,222

2,399
△262
2,136
140
24
84

△235
—
—

2,151

区　　分

区　　分

区　　分

区　　分

区　　分

債券
株式
現金及び預金
その他
合計

割引率
長期期待運用収益率

17.15％
55.44％
7.69％
19.72％
100％

17.16％
56.36％
6.61％
19.87％
100％

0.22％
2.50％

0.79％
3.50％

金額（百万円）

 前連結会計年度
自平成26年4月 1 日
至平成27年3月31日（ ）

金額（百万円）

 当連結会計年度
自平成27年4月 1 日
至平成28年3月31日（ ）

 前連結会計年度
自平成26年4月 1 日
至平成27年3月31日（ ）

 当連結会計年度
自平成27年4月 1 日
至平成28年3月31日（ ）

 前連結会計年度
自平成26年4月 1 日
至平成27年3月31日（ ）

 当連結会計年度
自平成27年4月 1 日
至平成28年3月31日（ ）

金額（百万円）

 前連結会計年度
自平成26年4月 1 日
至平成27年3月31日（ ）

金額（百万円）

 当連結会計年度
自平成27年4月 1 日
至平成28年3月31日（ ）

金額（百万円）

 前連結会計年度
自平成26年4月 1 日
至平成27年3月31日（ ）

金額（百万円）

 当連結会計年度
自平成27年4月 1 日
至平成28年3月31日（ ）

金額（百万円）

 前連結会計年度
自平成26年4月 1 日
至平成27年3月31日（ ）

金額（百万円）

 当連結会計年度
自平成27年4月 1 日
至平成28年3月31日（ ）

金額（百万円）

 前連結会計年度
自平成26年4月 1 日
至平成27年3月31日（ ）

金額（百万円）

 当連結会計年度
自平成27年4月 1 日
至平成28年3月31日（ ）

金額（百万円）

 前連結会計年度
自平成26年4月 1 日
至平成27年3月31日（ ）

金額（百万円）

 当連結会計年度
自平成27年4月 1 日
至平成28年3月31日（ ）

金額（百万円）

 前連結会計年度
自平成26年4月 1 日
至平成27年3月31日（ ）

金額（百万円）

 当連結会計年度
自平成27年4月 1 日
至平成28年3月31日（ ）

（退職給付関係）
1.　採用している退職給付制度の概要
　当行は、確定給付型の制度として、確定給付年金制度と退職一時金制度を
設けています。

2.　確定給付制度
（1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

（2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

（3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された
退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の調整表

（4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

（5）退職給付に係る調整額
　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のと
おりであります。

（6）退職給付に係る調整累計額
　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次
のとおりであります。

（7）年金資産に関する事項
　①年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

　（注）年金資産合計には、企業年金制度に対して設定した退職給付信託が
前連結会計年度45.74％、当連結会計年度47.08％含まれております。
　②長期期待運用収益率の設定方法
　　年金資産の長期期待運用収益率は、過去10年間の運用実績値（最大値、
最小値の年度を除く直近8年間平均値で試算）、次年度運用方針及び市場
の動向（直近の国債利回り、平均株価等）を総合的に勘案して決定してお
ります。
（8）数理計算上の計算基礎に関する事項
　主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。）

（ストック・オプション等関係）
　該当ありません。

（税効果会計関係）
1.　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

2.　連結財務諸表提出会社の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主な項目別
の内訳

3.　法人税等の税率の変更等による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号） 及び「地方
税法等の一部を改正する等の法律」（平成28年法律第13号） が平成28年3月
29日に成立し、平成28年4月1日以後に開始する連結会計年度から法人税
率等の引下げが行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び
繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の32.33％から、平成
28年４月1日に開始する連結会計年度及び平成29年4月1日に開始する連
結会計年度に解消が見込まれる一時差異については30.21％に、平成30年
4月1日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異について
は29.98％となります。この税率変更により、繰延税金負債は2百万円減少
（繰延税金資産の金額を控除した金額） し、その他有価証券評価差額金は
86百万円増加し、法人税等調整額は88百万円増加しております。再評価に
係る繰延税金負債は77百万円減少し、土地再評価差額金は同額増加してお
ります。

（資産除去債務関係）
　総資産に比べて重要性が乏しいため記載を省略しております。
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13,382

13,504

1,132

1,242

3,845

3,924

8,405

8,337

外部顧客に対する経常収益

外部顧客に対する経常収益

合計

合計

その他

その他

有価証券投資業務

有価証券投資業務

貸出業務

貸出業務

1株当たり純資産額
1株当たり当期純利益金額
潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額

 当連結会計年度
自平成27年4月 1 日
至平成28年3月31日（ ）

 前連結会計年度
自平成26年4月 1 日
至平成27年3月31日（ ）
1,767円52銭

55円71銭

ー

1,745円16銭

65円10銭

ー

1株当たり当期純利益金額
　親会社株式に帰属する当期純利益
　普通株主に帰属しない金額
　普通株式に係る親会社株式に帰属する当期純利益
　普通株式の期中平均株式数

 当連結会計年度
自平成27年4月 1 日
至平成28年3月31日（ ）

 前連結会計年度
自平成26年4月 1 日
至平成27年3月31日（ ）

百万円
百万円
百万円
千株

1,337

ー

1,337

24,000

1,562

ー

1,562

24,000

（賃貸等不動産関係）
　総資産に比べて重要性が乏しいため記載を省略しております。

●セグメント情報等
（セグメント情報）
　当行グループは、銀行業の単一セグメントであるため、記載を省略してお
ります。

（関連情報）
前連結会計年度（自 平成26年 4月1日　至 平成27年 3月31日）
1.　サービスごとの情報

（単位：百万円）

（注）一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。
2.　地域ごとの情報
（1）経常収益

　当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額
が連結損益計算書の経常収益の90％を超えるため、記載を省略して
おります。

（2）有形固定資産
　当行グループは、本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸
借対照表の有形固定資産の90％を超えるため、記載を省略しており
ます。

3.　主要な顧客ごとの情報
　特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の10％以上を
占めるものがないため、記載を省略しております。

当連結会計年度（自 平成27年 4月1日　至 平成28年 3月31日）
1.　サービスごとの情報

（単位：百万円）

（注）一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。
2.　地域ごとの情報
（1）経常収益

　当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額
が連結損益計算書の経常収益の90％を超えるため、記載を省略して
おります。

（2）有形固定資産
　当行グループは、本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸
借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略し
ております。

3.　主要な顧客ごとの情報
　特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の10％以上を
占めるものがないため、記載を省略しております。

（報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報）
　当行グループは、銀行業の単一セグメントであるため、記載を省略してお
ります。

（報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報）
　該当ありません。

（報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報）
　該当ありません。

（1株当たり情報）

（注）1. 1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

　　2. なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株
式がないので記載しておりません。

（重要な後発事象）
　該当ありません。


